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（イ）住宅地を整備する場合の説明 
土地区画整理事業の事業地区内の住民、事業者に対して、事業計画の概要（土地利用計画、完

成予想図、公共施設整備計画の概要、減歩率、事業資金計画の概要、土地区画整理事業のスケジ

ュール概要）、今後の事業の進め方（仮換地指定までのスケジュールの概要、施行同意）につい

て説明会を開催し、合意形成を図り、計画を進めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：気仙沼都市計画事業鹿折地区被災市街地復興土地区画整理事業説明会（H25.1、気仙沼市） 

図 2-3-30 住宅地整備の事業説明会における説明資料の例（１／４）  
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出典：気仙沼都市計画事業鹿折地区被災市街地復興土地区画整理事業説明会（H25.1、気仙沼市） 

図 2-3-31 住宅地整備の事業説明会における説明資料の例（２／４）  
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出典：気仙沼都市計画事業鹿折地区被災市街地復興土地区画整理事業説明会（H25.1、気仙沼市） 

図 2-3-32 住宅地整備の事業説明会における説明資料の例（３／４）  
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出典：気仙沼都市計画事業鹿折地区被災市街地復興土地区画整理事業説明会（H25.1、気仙沼市） 

図 2-3-33 住宅地整備の事業説明会における説明資料の例（４／４） 
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（ウ）産業用地を整備する場合の説明 
土地区画整理事業の事業計画（事業の目的、事業概要、事業スケジュールなど）について、

事業地区内の地権者や事業再建希望者に対して説明会を開催し、合意形成を図り計画を進めた。  
名取市閖上東地区の産業用地整備型の土地区画整理事業に関する説明会では、事業の目的、

土地の集約・整序のイメージ、希望する集約先などの意向調査結果、土地利用計画（案）、スケ

ジュール（案）などの内容を説明した。 
 

【事業の目的】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【土地の集約・整序のイメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業 事業説明会資料（H28.3.4、名取市） 

図 2-3-34 産業用地整備の事業説明会における説明資料の例（１／３）  
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【意向調査（希望する集約先、再建を考えている事業内容）の結果】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業 事業説明会資料（H28.3.4、名取市） 

図 2-3-35 産業用地整備の事業説明会における説明資料の例（２／３）   
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【土地利用計画（案）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【スケジュール（案）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業 事業説明会資料（H28.3.4、名取市） 

図 2-3-36 産業用地整備の事業説明会における説明資料の例（３／３）   
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（５）津波拠点事業 

ア．津波拠点事業の事業パターン 

津波拠点事業は、住宅や公益施設を一体的に整備する「住宅・公益施設整備型」、業務施設用地

として整備する「業務用地整備型」の 2パターンに分類される。 
 

表 2-3-13 津波拠点事業の事業パターン 

  分類 内容 特徴 代表的地区

住宅・公
益施設整
備型

住宅施設や公益
施設等を一体的
に整備するもの

・住宅施設と公共施設、公益施設（官公庁施設、購買施設
等）が一体となった新市街地を形成する場合に活用さ
れる。

・防集事業の対象地と隣接や内包させることで利便性の高
いまちを形成できる。

・防集事業単独で実施するよりも土地利用計画上の自由度
が高い。

・事業用地を買収し整備を行う事業なので、土地区画整理
事業に比べて比較的早期に事業を進めることができる。
一方、用地の取得が難航した場合は事業が停滞する場合
もある。

志津川地区
（南三陸町）

新山下駅周辺
地区
（山元町）

業務用地
整備型

地域振興に寄与
する業務施設用
地として整備す
るもの

・基幹的な産業の振興、雇用機会の創出等に寄与する基盤
整備等に活用される。

・事業用地を買収し整備を行う事業なので、土地区画整理
事業に比べて比較的早期に事業を進めることができる。
一方、用地の取得が難航した場合は事業が停滞する場合
もある。

赤岩港地区
（気仙沼市）

八幡地区
（多賀城市）
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イ．事業内容の選定 

津波拠点事業の事業内容については、沿岸被災市町がどのようなタイプの整備が復興まちづ

くりの拠点として必要か判断し、選定した。 

表 2-3-14 津波拠点事業のタイプ 

分類 住宅・公益施設整備型 業務用地整備型 

内容 居住基盤や公共・公益施設用地を一

体的に整備するもの 

地域振興に寄与する業務施設用地と

して整備するもの 

特徴 ○居住基盤に加え、住宅と公共公益

施設、商業施設が一体となった新

市街地を形成する場合に活用され

る 

○基幹的な産業の振興、雇用機会の

創出などに寄与する基盤整備に活

用される 

代表的な地区名 ○南三陸町 志津川東地区 

○山元町 新山下駅周辺地区 

○気仙沼市 赤岩港地区 

○多賀城市 八幡地区 

出典：宮城県復興まちづくりのあゆみ（R2.3、県土木部）p21 
 

（ア）住宅・公益施設整備型の事例 
〔安全で生活利便性の高い新市街地の整備〕 

南三陸町志津川東地区は、震災により市街地全域が甚大な被害を受け都市機能を失ったこと

から、浸水区域外の高台を候補地として選定し、拠点となる役場や病院などの公益施設用地を

整備した。津波拠点事業のほかに防集事業の移転先団地を整備することで、安全で生活利便性

の高い新市街地を整備した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：地区別概要調書 

図 2-3-37 南三陸町志津川東地区の計画図 
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（イ）業務用地整備型の事例 
〔地域振興を牽引する産業団地を整備〕 

多賀城市八幡地区は、震災により工業系市街地が被災したことから、津波に対する防災機能

を有する産業振興を支援する拠点団地として、嵩上げを伴う産業用地の造成などを実施した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：多賀城市ホームページ 

https://www.city.tagajo.miyagi.jp/kikaku/kurasi/daishinsai/torikumi/documents/sa-tu- index_keikakuzu.pdf   

図 2-3-38 多賀城市八幡地区の産業団地 
 

〔近代的な造船団地・燃油施設の整備〕 

気仙沼市朝日町地区では、東日本大震災により倒壊・流出した漁業用燃油施設と被災前から

産業構造の変化などにより低迷状況にあった複数の造船所について、津波対策を講じた漁業用

燃油施設を整備と造船所の集約近代化を実施した。津波拠点事業のほかに、水産業共同利用施

設復興整備事業、造船業等復興支援事業費補助金を活用し、造船・漁業用燃油施設整備を整備

した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

土地利用図 
 

 

仙台市

多賀城市
（当該地）

津波復興拠点整備事業
［八幡地区］

造船施設用地 

駐車場 
津波防災拠点施設用地 

緑地 
燃油施設用地 

1 階：駐車場  
2 階：重機駐車場 

・一時避難場所 

図 2-3-39 朝日町地区造船団地・燃油施設（気仙沼市） 

 

出典： 津波被害からの復興まちづくりガイダンス（H28.5、国土交通省）、地区別概要調書（R2.3 気仙沼市） 
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〔先進的なエコ水産加工団地の整備〕 

気仙沼市⾚岩港地区は、東日本大震災により大きな被害を受けた産業施設を集約し、復興の

拠点として産業用地の造成を行い、併せて経済産業省の支援を受け、⽔産加工団地をスマート

化（情報システムや各種装置に高度な情報処理能力あるいは管理・制御能力を持たせること）

する「⾚岩港・エコ⽔産加工団地プロジェクト」を実施した。 

このプロジェクトは、各工場に FEMS（工場エネルギー管理システム）を設置するとともに、

複数の FEMS を統合制御する CEMS（地域エネルギー管理システム）を構築することで、工場内の

電力使用状況が可視化されるとともに、団地全体の節電・電力料金の低廉化が図られた。各工

場では、非常時には蓄電池が活用可能で、非常時でも一定の電力が確保できる。 

なお、事業規模については、被災した水産加工会社、冷蔵庫を運営している冷蔵会社などの

約 160 社に対して意向調査を実施し、14 社が参加することとなり、現在の 20ha の団地を整備

した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
出典：令和 3年 1月実施ヒアリング（県土木部）地区別概要調書（R2.3、気仙沼市） 

赤岩港「エコ水産加工団地（仮称）」プロジェクト資料（気仙沼市・スマートシティ企画株式会社） 

公共用地（消防駐屯用地他） 

公園・緑地 

水産加工用地 

 

図 2-3-40 赤岩港地区水産加工団地（気仙沼市） 

 

〔土地利用図〕 

〔エネルギーシステムのイメージ〕 
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ウ．整備する拠点施設の検討 

県内で実施した津波拠点事業は、以下のとおり。 

表 2-3-15 津波拠点事業の目的、施設内容 

市町名 地区名 
タイ

プ 
目的 

施設内容（一団地の住宅施設、道路、公園等除く） 

公共公益施設 
特定業務 
施設 

気仙沼市 
赤岩港 業務 

甚大な被害を受けた水産加工場を

集積する 
－ 水産加工場 

朝日町 業務 
造船団地機能を高度化し、朝日町

地区へ移転する 一次避難場所等 造船施設、 
燃油施設 

南三陸町 

志津川

中央 
住公 

生涯学習センター、消防署などが

機能するよう高台に整備する 

保育所・児童クラブ、生涯学習セン

ター、官公庁施設、給食センター、

その他公益施設 

－ 

志津川

東 
住公 

町役場、病院、商業・業務施設な

どが機能するよう高台に整備する 
役場、病院、ケアセンター、商業施

設、幼稚園、福祉施設など 
－ 

石巻市 
石巻駅

周辺 
住公 

市役所などの行政施設、市立病院、

各種市民生活支援施設等を集積さ

せる 

ささえあいセンター、防災センタ

ー、石巻市立病院、石巻市役所、そ

の他公益施設 
－ 

女川町 女川浜 住公 
女川町中心部の早期復旧・復興を

図る 
温泉温浴施設、購買施設、地域交流

施設 － 

東松島市 

東矢本

駅北 
住公 

移転居住者の生活利便性を提供す

べく公益施設を集約的に配置する 
防災広場、災害時活動拠点、市民セ

ンター、地区体育館など 
－ 

野蒜北

部丘陵 
住公 

公共、公益、産業等都市機能の復

旧と、市民センター等の整備によ

る拠点性の向上を図る 

駅前広場、市民センター、観光物産

交流センター、駐車場 － 

塩竈市 港町 住公 
マリンゲート塩釜の防災機能の強

化を図る 津波避難デッキ、防災拠点施設 － 

多賀城市 八幡 業務 
製造業の早期復旧、雇用機会創出、

備蓄倉庫などの整備を図る 
備蓄倉庫、多目的イベントスペース、

消防署 
工場・事務所 

山元町 

新山下

駅周辺 
住公 

散在居住集落から駅を中心とした

コンパクトシティの形成を図る 
防災・交流拠点施設、教育施設、保

育施設、購買施設 
－ 

新坂元

駅周辺 
住公 

散在居住集落から駅を中心とした

コンパクトシティの形成を図る 防災拠点施設、購買施設 営農施設 

注）タイプ凡例 住公：住宅・公益施設整備型、業務：業務用地整備型 
出典：津波復興拠点整備事業地区別概要調書を基に作成 

 

 




